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平成３０年１１月２日 

国立研究開発法人海洋研究開発機構 

 

海洋研究開発機構における組織マネジメント上の諸問題への対応状況（案） 

 

１．はじめに 

 文部科学大臣による「国立研究開発法人海洋研究開発機構の第３期中期目標期

間の終了時に見込まれる業務の実績に関する評価」において、ガバナンスについ

て厳しい指摘がなされた。これを重く受け止め、機構全体で事案への対応、再発

防止策の徹底を行っており、現在の対応状況について以下の通り報告する。 

 

２．総論 

＜これまでの検討の経緯＞ 

当機構では内部統制委員会の下に「組織における共通的問題改善ワーキンググ

ループ」を設置することにより、近時発生した事案（論文・特許等の誤集計事

案、データの公開・利用に係る手続漏れ事案等）に共通的な問題等について検討

を実施。8月に外部有識者（弁護士）を招致して開催した内部統制委員会におい

て根本原因や再発防止策等の一連の問題に共通する事項等について討議し、10

月の内部統制委員会において、各個人の意識向上に向けたトップによる啓発、組

織・体制や意思決定のあり方等とともに、経営の課題として具体的な取り組みに

ついて議論を行った。 

 

＜原因＞ 

これまでの検討の結果、業務遂行上のルールの不備や形骸化、業務の適正性評

価の不足、職員にあるべき意識の希薄化が組織に共通する根本的な原因と整理。

さらにこれらを「組織の問題」「個人の問題」そしてこれらを包含する「経営の

問題」と位置付け、経営陣が取り組むべき本質的問題と認識している。 

 

＜今後の対応＞ 

次期中長期目標・計画に向けた重点研究分野の見直しに伴い研究体制及び経営

管理部門の組織改編や会議体の見直し等を行う予定であり、上記の指摘も踏まえ

たガバナンス及び組織力の強化を図っていく所存。 

このような施策を通じて、個別事案及び共通的な問題の両方について、経営の

リーダーシップの下、役職員が一丸となり、業務への取り組み方等根本を見直

し、改善することで、改めて国立研究開発法人としての信頼を回復し、再発防止

に努めていく。 
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参考 1 

 

個別課題の検討事例 

 

事案（概要） 原因 対応等 

論文数誤集計事案 

（論文数の集計方法

及び集計値に誤りが

あった。） 

集計の対象とする誌上

発表の設定間違い、集計

時のひとつの論文に関

する重複データチェッ

クの不徹底など 

○マニュアル整備及び周知徹底、

複数部署による査読付き論文数

の確認を行うほか、各種研修に

て概要及び原因の水平展開を実

施 

特許数等誤集計事案 

（論文数の誤集計を

受け、同様の事案に

ついて調査したとこ

ろ、特許数の集計値

等にも誤りが判明し

た。） 

集計に用いたデータの

入力漏れや特許権放棄

に係る集計時期の誤り、

集計方法の誤りなど 

○集計方法の適正化とマニュアル

化、二重チェック等確認の徹底、

担当者間での確実な引き継ぎを

実施 

○特許管理情報と原本の照合等正

確な最新状況の把握を行ってい

るところ 

データの公開・利用

に係る手続漏れ事案 

（他機関から提供を

受けたデータ等の公

開・利用の手続きが

漏れている事案があ

った。） 

データの公開・利用に係

る手続き及び適切な管

理のための研究マネジ

メント体制の不備など 

○データの公開・利用に係る手続

きの適正化 

○今後は、当機構内におけるデー

タ公開・利用時の確認方法や定

期的なモニタリング等を検討 

個人情報の誤送信事

案 

（所内行事の開催に

あたって職員メーリ

ングリスト宛てに展

開したファイルに不

要な個人情報が含ま

れていた。） 

個人情報保存フォルダ

へのアクセス制御が厳

格ではなかったこと、機

微情報としての分類不

備、並びに各段階におけ

る内容の未確認等の不

注意など 

○メール削除等の初動の措置によ

り現在のところ被害情報は確認

されていないが、引き続き注視 

○当該部署におけるファイルの取

扱いを厳格化するとともに、今

後は、業務システムの改善、情報

の分類整備等の措置を実施 
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参考 2 

 

（参考）「国立研究開発法人海洋研究開発機構の第３期中期目標期間の終了時に見込

まれる業務の実績に関する評価」 

本中期目標期間においては、論文・特許等の成果指標に係る誤集計事案、デ

ータの公開・利用に係る手続漏れ事案、個人情報の誤送信事案など、組織の信

頼性に関わる重大なインシデントが判明した。これに対して、機構では、内部

統制委員会の下に「組織における共通的問題改善ワーキンググループ（WG）」

を設置し、個々の事案の直接的な原因のみならず、組織に共通する問題やリス

クの検証に取り組み始めている。今後は、個別事案の原因（ヒューマンエラー

やシステムの不備・形骸化等）への対応だけでなく、これら事案の根底にある

原因を突き止め、実効性のある再発防止策を徹底していくことを強く求める。 

（法人全体に対する評価の評定理由から抜粋） 

 

 

以上 


